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はじめに 

 

地球規模の環境問題である森林減少の進行を食い止めるには、持続可能な森林経営を促進する

ことが重要であるが、持続可能な森林経営を阻害する原因の一つとして、違法伐採が指摘されて

いる。違法伐採は木材生産国の森林減少を引き起こし、二酸化炭素の放出、生物多様性・森林生

態系を損なうのみならず、木材の世界における市場価格の引き下げを引き起こす等により、第３

国における持続可能な森林経営を脅かすなど、世界の持続可能な森林経営へ深刻な影響を及ぼし

ている。 

我が国は違法伐採対策として、平成 18 年４月１日からグリーン購入法により政府調達の対象を

合法性・持続可能性が証明された木材とする措置を開始したところである。今後は、グリーン購

入法に基づく調達方針について、法律の対象である国及び独立行政法人等にとどまらず、広く民

間調達にも普及させていくことが必要であり、その普及方策について検討するため、「平成 19 年

度木材・木材製品の調達に係るグリーン購入法の取組・普及調査」において住宅・建築事業者等

へアンケート調査等を行った。その結果、合法性・持続可能性が証明された木材の需要拡大のた

めには、一般国民及び木材製品等の最終消費者に対し、森林減少、違法伐採問題、木材調達のグ

リーン化に関する情報提供、普及啓発を実施する必要があることが明らかとなったため、昨年度

末より、同キャンペーンを開始したところである。 

本業務は、同キャンペーンを引き継ぎ、一般国民及び木材製品等の最終消費者に対し、さらな

る普及啓発活動を実施したものである。 

最後に、本業務の実施にあたりご協力をいただいた方々に厚く御礼を申し上げる。 

 

2009 年 3 月 

 

財団法人 地球･人間環境フォーラム 

理事長 炭谷 茂 
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業務実施体制 

 

本業務は下記実施体制により、実施した。 

 

坂本 有希 財団法人 地球・人間環境フォーラム

企画調査部次長／フェアウッド担当 

全体調整、出前講座講師、広告手配、

情報提供実施 

根津 亜矢子 財団法人 地球・人間環境フォーラム

企画調査部研究員／フェアウッド担当

消費者団体調整、情報提供実施、イ

ベント・展示出展調整、報告書作成

満田 夏花 財団法人 地球・人間環境フォーラム

企画調査部主任研究員／フェアウッド

担当 

出前講座講師 

中澤 健一 国際環境NGO FoE Japan森林プロジェ

クト／フェアウッド担当 

出前講座講師 

三柴 純一 国際環境NGO FoE Japan森林プロジェ

クト／フェアウッド担当 

出前講座講師 
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第１章 普及啓発のため情報提供の実施 

森林減少、違法伐採問題、木材調達のグリーン化の情報について一般国民等への情報提供を実

施するために都営地下鉄（東京都交通局）において、下記要領で、車内中吊り広告掲示および電

車の駅でのポスター(B2 版）掲示を実施した。 

 

なお、実施に当たり、中吊り広告については、環境省作成ポスター「世界の森林は刻々と減少

しています」の掲載内容と同等のものを作成した。ポスター及び中吊り広告ともに FSC 認証紙ミ

ックス品を使用した。 

 

１．中吊り広告 

掲出路線： 都営地下鉄全線（浅草線、三田線、新宿線、大江戸線）の全車両（約 1,100 車両）

内中吊り広告（裏表） 

期 間： 平成 20 年 11 月 14 日（金）～12 月 13 日（土）  

 

＜中吊り広告＞ 

 
 

２．主要駅でのポスターの掲出 

掲出駅： 都営浅草線（東日本橋、日本橋、東銀座、新橋、大門） 

 都営三田線（神保町*、巣鴨、大手町、日比谷、三田） 

 都営新宿線（神保町*、市ヶ谷、九段下、小川町、馬喰横山） 

 都営大江戸線（新宿*、大門*、六本木*、都庁前、青山一丁目、汐留、勝どき、門

前仲町、上野御徒町、新宿西口）（計 25 駅） 

期 間： 平成 20 年 12 月 9 日（火）～12 月 15 日（月）の１週間 

 但し、*の付いた駅は 12 月 2 日（火）～12 月 15 日（月）の２週間 
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＜ポスター＞ 
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３．掲出の様子 

＜中吊り広告＞ 

①都営三田線（表） 

 
 

②都営三田線（裏） 
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＜駅貼りポスター＞ 

都営新宿線九段下駅 
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第２章 業界団体等の印刷物への情報掲載 

合法性・持続可能性が証明された木材・木材製品の需要拡大を図るため、消費者団体、住宅関

連団体、環境関係団体、家具・DIY 関連業界等に、環境省作成のポスター及びチラシ「世界の森

林は刻々と減少しています」、パンフレット「世界の森林を守るために」の内容等、森林減少、違

法伐採問題、木材調達のグリーン化についての情報を提供し、問題意識を啓蒙し、取り組みを促

すと共に、広報誌等、印刷物への掲載を依頼した。 

 

１．情報の提供先 

（１）住宅展示場 

平成 20 年度事業として平成 20 年３月にすでに住宅展示場協議会加盟の住宅展示場にポス

ターの掲示、チラシの配布を実施しているが、再度ポスターおよびチラシを送付し、協力を

呼びかけた。但し、住宅展示場の中には前回以降閉鎖しているところも存在した。 

 

＜住宅展示場リスト＞            （2009 年 2 月時点） 

No. 名称 都道府県

1 STV ハウジングプラザ北 24 条 北海道 

2 STV ハウジングプラザ平岡 北海道 

3 北海道マイホームセンター札幌会場 北海道 

4 北海道マイホームセンター森林公園会場 北海道 

5 北海道マイホームセンター南会場 北海道 

6 北海道マイホームセンター東会場 北海道 

7 北海道マイホームセンター旭川会場 北海道 

8 北海道マイホームセンター函館会場 北海道 

9 北海道マイホームセンター帯広会場 北海道 

10 南福島総合住宅公園 福島県 

11 福島テレビ ハウジングプラザ福島 福島県 

12 福島テレビ ハウジングプラザあいづ 福島県 

13 ハウジングパーク郡山 福島県 

14 郡山北総合住宅公園 福島県 

15 ハウジングパーク郡山南 福島県 

16 福島テレビ ハウジングプラザいわき 福島県 

17 福島テレビ ハウジングプラザ白河 福島県 

18 ハウジングアヴェニュー新潟南 新潟県 

19 ハウジングアヴェニュー長岡 新潟県 

20 ハウジングアベニュー上越 新潟県 

21 あづみの住宅公園 長野県 

22 松本住宅公園 長野県 

23 松本南住宅公園 長野県 

24 諏訪住宅公園 長野県 

25 多治見ハウジングセンター 岐阜県 

26 中津川ハウジングセンター 岐阜県 

27 読売ハウジングギャラリー水戸 茨城県 

28 水戸赤塚住宅公園 茨城県 
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29 日立ハウジングステーション 茨城県 

30 ABC ハウジング土浦住宅公園 茨城県 

31 古河ハウジングセンター 茨城県 

32 ハウジングパーク筑西 茨城県 

33 日本テレビハウジングプレイスうしく 茨城県 

34 つくばハウジングパーク・管理棟 茨城県 

35 茨城県民ハウジングパーク 茨城県 

36 守谷住宅公園 茨城県 

37 鹿島住宅公園 茨城県 

38 CRT ハウジング 宇都宮総合住宅展示場西会場 栃木県 

39 CRT ハウジング 宇都宮総合住宅展示場東会場 栃木県 

40 CRT ハウジング足利総合住宅展示場 栃木県 

41 栃木住宅公園 栃木県 

42 CRT ハウジング佐野総合住宅展示場 栃木県 

43 CRT ハウジング小山総合住宅展示場 栃木県 

44 小山住宅公園 栃木県 

45 CRT ハウジング 宇都宮総合住宅展示場南会場 栃木県 

46 CRT ハウジング那須塩原総合住宅展示場 栃木県 

47 大宮北ハウジングステージ 埼玉県 

48 さいたま新都心 カタクラ住宅展示場 埼玉県 

49 埼玉県浦和住宅展示場 埼玉県 

50 本庄ハウジングステージ 埼玉県 

51 新熊谷ハウジングセンター 埼玉県 

52 熊谷ハウジングステージ 埼玉県 

53 ハウジングプレイス深谷 埼玉県 

54 埼玉県加須住宅展示場 埼玉県 

55 上尾ハウジングステージ 埼玉県 

56 久喜住宅公園 埼玉県 

57 埼玉県春日部住宅展示場 埼玉県 

58 三郷ハウジングステージ 埼玉県 

59 埼玉県わらび住宅展示場 埼玉県 

60 川口・鳩ヶ谷住宅公園 埼玉県 

61 戸田公園住宅展示場 埼玉県 

62 ハウスフォーラムふじみ野 埼玉県 

63 志木住宅公園 埼玉県 

64 新座・朝霞ハウジングステージ 埼玉県 

65 鶴ヶ島住宅公園 埼玉県 

66 川越住宅公園 埼玉県 

67 川越ハウジングギャラリー 埼玉県 

68 所沢住宅公園 埼玉県 

69 所沢ハウジングステージ 埼玉県 

70 入間住宅公園 埼玉県 

71 朝日新聞ハウジングプラザ千葉・青葉の森 千葉県 

72 幕張ハウジングパーク 千葉県 
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73 総合住宅展示場 ハウジングガーデン千葉 千葉県 

74 住まいるパーク柏の葉 千葉県 

75 ABC ハウジング市川住宅公園 千葉県 

76 総合住宅展示場 ハウジングガーデン習志野 千葉県 

77 船橋総合住宅展示場 千葉県 

78 木更津住宅公園 千葉県 

79 朝日新聞 ハウジングプラザ松戸南会場 千葉県 

80 朝日新聞 ハウジングプラザ松戸北会場 千葉県 

81 野田住宅公園 千葉県 

82 茂原ハウジングステージ 千葉県 

83 成田住宅公園 千葉県 

84 総合住宅展示場ハウジングガーデン成田 千葉県 

85 旭住宅公園 千葉県 

86 市原住宅公園 千葉県 

87 柏住宅展示場 千葉県 

88 流山住宅公園 千葉県 

89 八千代ハウジングステージ 千葉県 

90 我孫子住宅公園 千葉県 

91 浦安住宅公園 千葉県 

92 ジョイフル本田 千葉ニュータウン総合住宅展示場 千葉県 

93 晴海デザインセンター  東京都 

94 木場住宅総合展示場 東京都 

95 馬込ハウジングギャラリー 東京都 

96 大森ハウジングギャラリー  東京都 

97 環八蒲田住宅公園 東京都 

98 環八千鳥住宅公園 東京都 

99 駒沢公園ハウジングギャラリー 東京都 

100 朝日新聞総合住宅展示場ハウジングプラザ瀬田 東京都 

101 ABC ハウジング 東宝・成城住宅公園 東京都 

102 〈世田谷通り 〉オークラランド住宅公園 東京都 

103 桜上水駅前住宅展示場 東京都 

104 浜田山住宅公園 東京都 

105 王子住宅公園 東京都 

106 赤羽ハウジングステージ 東京都 

107 朝日新聞総合住宅展示場ハウジングプラザ成増 東京都 

108 石神井住宅公園 東京都 

109 練馬住宅展示場 東京都 

110 環七・加平ハウジングギャラリー 東京都 

111 西新井住宅公園 東京都 

112 ホームセレクション北千住 東京都 

113 かつしか立石住宅展示場 東京都 

114 ハウジングギャラリー江戸川 東京都 

115 平井住宅公園 東京都 

116 デザインスタジアム葛西住宅公園 東京都 
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117 ABC ハウジング八王子住宅公園 東京都 

118 ABC ハウジングハウジングワールド立川 東京都 

119 武蔵野ハウジング・スクウェア 東京都 

120 朝日新聞総合住宅展示場ハウジングプラザ三鷹 東京都 

121 朝日新聞総合住宅展示場ハウジングプラザ三鷹（2） 東京都 

122 府中住宅公園 東京都 

123 仙川駅前ハウジングステージ 東京都 

124 町田森野住宅公園 東京都 

125 田無住宅公園 東京都 

126 tvk ハウジングプラザ横浜 神奈川県

127 横浜ホームコレクション 神奈川県

128 菊名ハウジングステージ 神奈川県

129 tvk ハウジングプラザ港南台 神奈川県

130 ABC ハウジング横浜・町田住宅公園 神奈川県

131 tvk ハウジングプラザたまプラーザ 神奈川県

132 港北インター住宅公園 神奈川県

133 磯子・金沢シーサイド住宅公園 神奈川県

134 ハウスクエア横浜 株式会社日本住情報交流センター 神奈川県

135 川崎住宅公園 神奈川県

136 玉川・溝口ハウジングステージ 神奈川県

137 サンケイ 新百合ヶ丘総合住宅展示場 神奈川県

138 日吉・加瀬ハウジングガーデン 神奈川県

139 神奈川新聞横須賀ハウジングセンター 神奈川県

140 tvk ハウジングプラザ平塚 神奈川県

141 tvk ハウジングプラザ鎌倉 神奈川県

142 tvk ハウジングプラザ藤沢 神奈川県

143 湘南台住宅公園 神奈川県

144 ABC ハウジング湘南･藤沢 鎌倉住宅公園 神奈川県

145 小田原住宅公園 神奈川県

146 ABC ハウジング西湘・小田原住宅公園 神奈川県

147 茅ヶ崎住宅公園 神奈川県

148 相模原・上鶴間住宅公園 神奈川県

149 相模原住宅公園 神奈川県

150 秦野住宅公園 神奈川県

151 厚木住宅公園 神奈川県

152 海老名ハウジングセンター 神奈川県

153 甲府東住宅公園 山梨県 

154 昭和住宅公園 山梨県 

155 SBS マイホームセンター 静岡展示場 静岡県 

156 SBS マイホームセンター 静岡東展示場 静岡県 

157 SBS マイホームセンター浜松富塚展示場 静岡県 

158 SBS マイホームセンター浜松展示場・管理棟 静岡県 

159 SBS マイホームセンター 藤枝展示場 静岡県 

160 SBS マイホームセンター三島展示場 静岡県 
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161 SBS マイホームセンター富士展示場 静岡県 

162 SBS マイホームセンター掛川展示場 静岡県 

163 SBS マイホームセンター御殿場展示場 静岡県 

164 SBS マイホームセンター榛南展示場 静岡県 

165 SBS マイホームセンター磐田展示場 静岡県 

166 ナゴヤハウジングセンター豊田会場 愛知県 

167 ナゴヤハウジングセンター 一宮会場 愛知県 

168 ナゴヤハウジングセンター半田会場 愛知県 

169 ナゴヤハウジングセンター 春日井会場 愛知県 

170 ナゴヤハウジングセンター日進梅森会場 愛知県 

171 す・ま・い・るプラザ 松阪住宅展示場 三重県 

172 桑名ハウジングセンター 三重県 

173 鈴鹿ハウジングセンター 三重県 

174 ABC ハウジング名張住宅公園 三重県 

175 伊勢・明和ハウジングセンター 三重県 

176 大津プリンスホテル住宅博 滋賀県 

177 KBS ハウジングセンター長浜 滋賀県 

178 ABC ハウジング草津住宅公園 滋賀県 

179 桃山六地蔵住宅博 京都府 

180 ハウジングピア福知山 京都府 

181 ハウスハーバー舞鶴 京都府 

182 KBS ハウジングセンター亀岡 京都府 

183 松井山手総合住宅展示場 京都府 

184 ABC ハウジング京都・ 久御山住宅公園 京都府 

185 毎日ハウジング奈良会場 奈良県 

186 ABC ハウジング橿原住宅公園 奈良県 

187 新・香芝ハウジングステーション 奈良県 

188 ABC ハウジング  神戸駅前住宅公園 兵庫県 

189 ABC ハウジングハウジング  コレクション神戸東 兵庫県 

190 西神中央総合住宅公園 兵庫県 

191 神戸新聞ハウジングセンター リバーシティ会場 兵庫県 

192 キャスティ 21 住宅展示場 兵庫県 

193 ABC ハウジング 姫路・書写住宅公園 兵庫県 

194 ABC ハウジング 明石・海岸通り住宅公園 兵庫県 

195 ABC ハウジング 伊丹・昆陽の里住宅公園 兵庫県 

196 神戸新聞ハウジングセンター 加古川会場 兵庫県 

197 なんば住宅博 大阪府 

198 ABC ハウジング 中百舌鳥住宅公園 大阪府 

199 毎日ハウジング 高槻住宅展示場  大阪府 

200 岸和田住宅総合展示場 大阪府 

201 枚方住宅博 大阪府 

202 ABC ハウジング 河内長野住宅公園 大阪府 

203 新御堂みのお ハウジングガーデン 大阪府 

204 ABC ハウジングトリヴェール和泉住宅公園 大阪府 
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205 ABC ハウジング 美原住宅公園 大阪府 

206 TYS ハウジングプラザ ハウジングモール新下関  山口県 

207 TYS HOUSING PLAZA 宇部 山口県 

208 徳島総合住宅展示場 徳島県 

209 KBC マイホーム展久留米会場 福岡県 

210 JT ハウジングガーデン大江 熊本県 

 

（２）その他情報提供を行い、出前講座実施などを働きかけた先 

環境省発行のパンフレットとちらしを郵送したほか、メールなどでも出前講座実施につい

てのフォローアップを行った。その結果、働きかけた先から 20 以上の団体において出前講座

を実施することができた。 

 

①サステナビリティ・コミュニケーション・ネットワーク(NSC)会員企業 

NSC は、事業者、NGO、学識者を会員に、さまざまなサステナビリティ・コミュニケーショ

ンに関する研究・情報発信を行う団体。会員には環境や CSR への問題意識が高い企業や団体

が所属する。NSC 会員 165 団体・個人に環境省のパンフレットとちらしを送付し、出前講座

実施などを働きかけたほか、その後電子メール等でもフォローアップを実施した。 

 

＜NSC 会員一覧＞（2008 年 10 月時点） 

学識者（24 名）（所属大学名のみ掲載）   

愛知大学／英国国立ウェールズ大学大学院／桜美林大学／大阪大学大学院／大阪学院大学／

京都大学／近畿大学／慶應義塾大学／神戸大学大学院／国際基督教大学／埼玉大学／淑徳大

学／中央大学／中央大学専門職大学院／帝京大学／東京大学／東京工業大学／東北大学大学

院／福岡大学／富士常葉大学／横浜国立大学／立教大学／麗澤大学／麗澤大学 

  

非営利団体（12 団体）  

NPO 法人環境カウンセラー会ひょうご／環境監査研究会／(財)キープ協会／グリーンリポー

ティング・フォーラム／グローカル・ソリューション研究所／(社)埼玉県環境検査研究協会

／NPO 法人資源リサイクルシステムセンター／(財)世界自然保護基金ジャパン／(財)地球環

境戦略研究機関 持続性センター／(社)日本能率協会／(財)日本品質保証機構／バルディー

ズ研究会 

  

企業等（129 団体）  

あいおい損害保険(株)／アサヒビール(株)／味の素(株)／アスクル(株)／KPMGあずさサステ

ナビリティ(株)／(株)アストクリエイティブ／(株)あらたサステナビリティ／アルプス電気

(株)／出光興産(株)／(株)ＩＮＡＸ／(株)インターリスク総研／(株)エコマネジメント研究

所／ＮＥＣシステムテクノロジー(株)／(株)ＮＴＴデータ／大阪ガス(株)／(株)大林組東京

本社／(株)岡村製作所／オグルヴィＰＲ／オムロン(株) ／花王(株)／(株)学習研究社／カ

シオ計算機(株)／鹿島建設(株)／(株)カタログハウス／カルソニックカンセイ(株)／(株)環

境管理センター／キッコーマン(株)／共同印刷(株)／キリンホールディングス(株)／(株)キ

ングジム／(株)クレアン／玄(株)／廣告社(株)／(株)神戸製鋼所／コニカミノルタホールデ

ィングス(株) ／サンデン(株)／サントリー(株)／(株)ＣＳＫ－ＩＳ／(株)ジェイペック／

(株)資生堂／(株)島津製作所／清水建設(株)／シャープ(株)／信越ポリマー(株)／新電元工

業(株)／(株)新日本サステナビリティ研究所／スーパーバッグ(株)／住友スリーエム(株)／

生活協同組合連合会ユーコープ事業連合／生活協同組合コープこうべ／生活協同組合コープ
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ながの／生活協同組合コープネット事業連合／セイコーエプソン(株)／(株)西友／積水化学

工業(株)／積水ハウス(株)／(株)セブン＆アイ・ホールディングス／全日本空輸(株)／ソニ

ーファシリティマネジメント(株)／(株)損害保険ジャパン／大成建設(株)／(株)大和証券グ

ループ本社／(株)大和総研／宝酒造(株)／田辺三菱製薬(株)／中央化学(株)／(株)ツムラ／

帝人(株)／(株)DDD パートナーズ／(株)テクノアソシエ／(株)デンソー／東京急行電鉄(株)

／ＴＯＴＯ(株)／東洋インキ製造(株)／東洋製罐(株)／監査法人トーマツ／(株)トクヤマ／

トステム(株)／凸版印刷(株)／トヨタ自動車(株)／(株)虎屋／(株)ナナオ／(株)日経ＢＰ／

日産自動車(株)／(株)ニッセイ基礎研究所／日本水産(株)／日本生活協同組合連合会／日本

精工(株)／日本電気(株)／日本ハム(株)／日本郵船(株)／日本ユニシス(株)／ネットワンシ

ステムズ(株) ／(株)博報堂／パナソニック(株)／東日本旅客鉄道(株)／(株)日立製作所／

(株)日立ハイテクノロジーズ／広島ガス(株)／富士フイルムホールディングス(株)／富士重

工業(株)／富士ゼロックス(株)／富士通(株)／富士通エフ・アイ・ピー(株)／富士レビオ(株)

／プリンス電機(株)／(株)フルッタフルッタ／(株)フルハシ環境総合研究所／平和紙業(株)

／本田技研工業(株) ／前田建設工業(株)／みずほ情報総研(株)／(株)三越／三菱商事(株)

／三菱電機(株)／三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング(株)／ミニストップ(株)／みやぎ生

活協同組合／(株)山武／(株)山根ドキュメンテーション／ヤマハ発動機(株)／ユニ・チャー

ム(株)／横河電機(株) ／ライオン(株)／(株)リクルート／(株)リコー／リスパック(株)／

(株)菱食／(株)ロビンソン百貨店 

 

②環境を考える経済人の会 21（B-LIFE21）会員企業 

B-LIFE21 は、環境問題に積極的に取り組む日本の代表的企業の経営者で結成している環境

NGO。 

 

＜B-LIFE21 会員一覧＞（2008 年 10 月時点） 

セコム／アサヒビール／東京ガス／大林組／コスモ石油／佐川急便／富士ゼロックス／損害

保険ジャパン／オムロン／トヨタ自動車／東日本旅客鉄道／東京電力 

 

③都道府県地球温暖化防止活動推進センター 

No. 地球温暖化防止活動推進センター名 所属団体名 

1 全国地球温暖化防止活動推進センター 財団法人日本環境協会 

2 北海道地球温暖化防止活動推進センター 財団法人北海道環境財団 

3 ストップ温暖化センターあおもり 特定非営利活動法人青森県環境パート

ナーシップセンター 

4 岩手県地球温暖化防止活動推進センター 特定非営利活動法人環境パートナーシ

ップいわて 

5 ストップ温暖化センターみやぎ 財団法人みやぎ・環境とくらし・ネッ

トワーク 

6 秋田県地球温暖化防止活動推進センター 特定非営利活動法人環境あきた県民フ

ォーラム 

7 山形県地球温暖化防止活動推進センター 特定非営利活動法人環境ネットやまが

た 

8 福島県地球温暖化防止活動推進センター 特定非営利活動法人超学際的研究機構

9 茨城県地球温暖化防止活動推進センター 社団法人茨城県公害防止協会 

10 栃木県地球温暖化防止活動推進センター 財団法人栃木県環境技術協会 

11 群馬県地球温暖化防止活動推進センター 特定非営利活動法人地球温暖化防止ぐ
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んま県民会議 

12 埼玉県地球温暖化防止活動推進センター 特定非営利活動法人環境ネットワーク

埼玉 

13 千葉県地球温暖化防止活動推進センター 財団法人千葉県環境財団 

14 東京都地球温暖化防止活動推進センター 財団法人東京都環境整備公社 

15 神奈川県地球温暖化防止活動推進センタ

ー 

特定非営利活動法人かながわアジェン

ダ推進センター 

16 新潟県地球温暖化防止活動推進センター 財団法人新潟県環境保全事業団 

17 山梨県地球温暖化防止活動推進センター 特定非営利活動法人フィールド’２１

18 静岡県地球温暖化防止活動推進センター 特定非営利活動法人アースライフネッ

トワーク 

19 富山県地球温暖化防止活動推進センター 財団法人とやま環境財団 

20 石川県地球温暖化防止活動推進センター 社団法人いしかわ環境パートナーシッ

プ県民会議 

21 福井県地球温暖化防止活動推進センター 特定非営利活動法人エコプランふくい

22 長野県地球温暖化防止活動推進センター 社団法人長野県環境保全協会 

23 岐阜県地球温暖化防止活動推進センター 財団法人岐阜県公衆衛生検査センター

24 愛知県地球温暖化防止活動推進センター 社団法人環境創造研究センター 

25 三重県地球温暖化防止活動推進センター 特定非営利活動法人三重総合環境研究

センター 

26 滋賀県地球温暖化防止活動推進センター 財団法人淡海環境保全財団 

27 京都府地球温暖化防止活動推進センター 特定非営利活動法人京都地球温暖化防

止府民会議 

28 大阪府地球温暖化防止活動推進センター 財団法人大阪府みどり公社 

29 兵庫県地球温暖化防止活動推進センター 財団法人ひょうご環境創造協会 

30 奈良県地球温暖化防止活動推進センター 特定非営利活動法人奈良ストップ温暖

化の会 

31 和歌山県地球温暖化防止活動推進センタ

ー 

特定非営利活動法人わかやま環境ネッ

トワーク 

32 島根県地球温暖化防止活動推進センター 財団法人三瓶フィールドミュージアム

財団 

33 岡山県地球温暖化防止活動推進センター 財団法人岡山県環境保全事業団 

34 脱温暖化センターひろしま 財団法人広島県環境保健協会 

35 山口県地球温暖化防止活動推進センター 財団法人山口県予防保健協会 

36 香川県地球温暖化防止活動推進センター 財団法人香川県環境保全公社 

37 愛媛県地球温暖化防止活動推進センター 特定非営利活動法人愛媛県環境保全協

会 

38 高知県地球温暖化防止活動推進センター 特定非営利活動法人環境の杜こうち 

39 福岡県地球温暖化防止活動推進センター 財団法人九州環境管理協会 

40 佐賀県地球温暖化防止活動推進センター 特定非営利活動法人温暖化防止ネット

41 長崎県地球温暖化防止活動推進センター 特定非営利活動法人環境カウンセリン

グ協会長崎 

42 熊本県地球温暖化防止活動推進センター 特定非営利活動法人くまもと温暖化対

策センター 
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43 大分県地球温暖化防止活動推進センター 特定非営利活動法人地域環境ネットワ

ーク 

44 宮崎県地球温暖化防止活動推進センター 特定非営利活動法人宮崎文化本舗 

45 鹿児島県地球温暖化防止活動推進センタ

ー 

財団法人鹿児島県環境技術協会 

46 気候アクションセンターおきなわ 財団法人沖縄県公衆衛生協会 

 

④消費者団体 

ヒアリングを実施できなかった消費者団体（25 団体）への情報提供 

 

・ 愛知県消費者団体連絡会 

・ 石川県消費者団体連絡会 

・ 岩手県消費者団体連絡協議会 

・ 愛媛県消費者団体連絡協議会 

・ 岡山県消費者団体連絡協議会 

・ 北九州市消費者団体連絡会 

・ (NPO)コンシューマーズ京都(京都消団連) 

・ 群馬県消費者団体連絡会 

・ 埼玉県消費者団体連絡会 

・ 静岡県消費者団体連盟 

・ 消費者団体千葉県連絡会 

・ 全大阪消費者団体連絡会 

・ 富山県消費者団体連絡会 

・ 東京消費者団体連絡センター 

・ 鳥取県消費者大会実行委員会 

・ 長野県消費者団体連絡協議会 

・ 前橋市消費者団体連絡会 

・ 山口県消費者団体連絡協議会 

・ 山梨県消費者団体連絡協議会 

・ 横浜市消費生活総合センター 

・ ＪＡ全国女性組織協議会 

・ （社）全国消費生活相談員協会 

・  (NPO)日本消費者連盟 

・ 福井県消費者団体連絡会（団体を解散したとの連絡あり） 

 

⑤日本環境ジャーナリストの会会員 

日本環境ジャーナリストの会は、環境問題に関心を持つジャーナリストに研究と情報交換

の場を提供すること、また国内のみならず地球規模の環境問題についてもより深く学び、専

門分野を越えたジャーナリスト同士の交流を深めることを目指す団体。日本環境ジャーナリ

ストの会の会員は、約 80 名で、新聞・テレビ・雑誌の記者のほかに、ニュースキャスター、

フリーのアナウンサーやライター、出版社編集者、NGO・NPO 関係者、広告代理店の社員など

も在籍している。 

 

＜会員所属先一例＞（順不同） 

朝日新聞社、毎日新聞社、読売新聞社、日本経済新聞社、日本農業新聞、エネルギージャー
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ナル社、日本インターネット新聞社、埼玉新聞、共同通信社、日刊工業新聞、日本農業新聞、

(社)日本環境教育フォーラム、集英社インターナショナル、博報堂、中央法規出版（株）、フ

リーランスジャーナリスト 

 

⑥木材・家具関連業界団体 

 

・ 全国天然木化粧合単板工業協同組合連合会および会員企業 

・ （社）全国木材組合連合会 

・ （中）全国木材検査・研究協会 

・ （社）日本家具工業連合会 

・ （社）日本建設業団体連合会 

・ 日本合板工業組合連合会および会員企業 

・ （社）日本木造住宅産業協会 

・ 日本木材輸入協会および会員企業 

・ 『家具年鑑平成 20 年版』掲載全国レベル企業・団体（835 社） 

 

（３）資料の追加送付の依頼 

上記働きかけの後に、追加で資料請求があった団体等 

 

・ 全国地域婦人団体連絡協議会 

・ 栃木県地球温暖化防止活動推進センター 

・ 北海道温暖化センター 

・ （財）地球環境戦略研究機関 IGES 

・ 大林組 

・ 泰斗株式会社 

 

２．情報が掲載された広報誌等の一覧 

掲載された広報誌等の記事のコピーは添付資料１を参照。 

 

媒体名 発行団体 発行時期 

｢婦人時報｣ 東京都地域婦人団体連盟 平成 18 年 10 月号 

｢消費者ネットワーク｣No.128 全国消費者団体連絡会 平成 20 年 2 月号 

｢消費者ネットワーク｣No.130 全国消費者団体連絡会 平成 20 年 4 月号 

｢月刊消費者｣no.585 (財)日本消費者協会 平成 20 年 5 月号 

｢月刊消費者｣no.590 (財)日本消費者協会 平成 20 年 10 月号 

｢住団連｣ (社)住宅生産団体連合会 平成 20 年 4 月号 

｢全建連新聞｣ (社)全国中小建築工事業

団体連合会 

平成 20 年 4 月号 

｢住宅保証だより｣（第 300 号） (財)住宅保証機構 平成20年 6月 10日

発行特別号 

｢森林組合｣ (社)全国森林組合連合会 平成 20 年 4 月号 

「住まいの情報発信局ニュース」【NO329】 住宅情報提供協議会 平成 20 年 4 月 

未来図書室.jp 課外活動プログラム紹介

http://mirai-tosyositu.jp/program/2008/ 

10/85/1.html 

ダイヤモンド社 平成20年10月末～
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未来図書室.jp メールマガジン 

「森林を破壊しない木材を調達～フェアウッ

ドという取り組み～」 

ダイヤモンド社 平成 20 年 10 月 27

日付 

「グローバルネット」216 号（平成 20 年 11

月） 

（財）地球・人間環境フォ

ーラム 

平成 20 年 11 月 15

日 

「グローバルネット」218 号（平成 21 年 1 月） （財）地球・人間環境フォ

ーラム 

平成21年 1月15日

家具新聞 家具新聞社 平成20年 11月 5日

付記事 

環境省広報誌「エコジン」vol.10 環境省 平成 21 年 1 月号 

Nature Info Plaza Newsletter 2009 3･4･5 Nature Info Plaza 丸の内

さえずり館 

平成 21 年 2 月 

グリーンスタイル Vol. 17 GREENSTYLE 事務局 平成 21 年 3 月 

「東京ウォーカー」 角川マーケティング 平成21年 3月 17日

「全建総連」 全国建設労働組合総連合

（組織人員約 70万 2千人）

平成 21 年 5 月掲載

予定 
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第３章 出前講座の実施 

森林減少、違法伐採問題、木材調達のグリーン化について、木材製品等の生産者と消費者に対

して普及を図るため、全国を対象として、住宅関連団体及び企業、家具・DIY 関連団体及び企業、

消費者団体、環境関連団体等における勉強会、また大学等における環境教育の授業や各種イベン

ト等において出前講座を 57 回実施した。対象に応じて、講座内容や配布資料を変え、よりわかり

やすい講座になるように努めた。講座実施時には、下記の資料から抜粋したものを配布した。配

布資料のコピーは、添付資料２を参照。 

 

１．配布資料 

環境省パンフレット「世界の森林を守るために」 

環境省ちらし「世界の森林は刻々と減少しています。」 

フェアウッドパンフレット 

 

２．講師リスト 

坂本 有希 （財）地球・人間環境フォーラム企画調査部次長／フェアウッド担当 

満田 夏花 （財）地球・人間環境フォーラム企画調査部主任研究員／フェアウッド担当 

中澤 健一 国際環境 NGO FoE Japan 森林プログラム／フェアウッド担当 

三柴 淳一 国際環境 NGO FoE Japan 森林プログラム／フェアウッド担当 

服部 浩治 環境省 地球環境局環境保全対策課 課長補佐（森林・砂漠担当） 

 

３．出前講座実施リスト 

No. 日時 実施先 場所 参加人数 

1 2008/8/26 企業 大阪市 120 人 

2 2008/8/27 企業 大阪府 3 人 

3 2008/8/28 企業 東京都 3 人 

4 2008/9/9 企業 東京都 80 人 

5 2008/9/12 企業 東京都 100 人 

6 2008/9/17 企業 秋田県 2 人 

7 2008/9/25 企業 千葉県 4 人 

8 2008/10/10 NGO 京都府 3 人 

9 2008/10/28 消費者団体 東京都 2 人 

10 2008/10/29 企業 中国 4 人 

11 2008/11/1～2 ライフスタイルフォーラム＠新宿御苑 東京都新宿区 10 人×5回

12 2008/11/5 企業 東京都 6 人 

13 2008/11/7 企業 福岡県 6 人 

14 2008/11/7 企業 福岡県 5 人 

15 2008/11/8 企業 福岡県 5 人 

16 2008/11/8 企業 福岡県 5 人 

17 2008/11/10 企業 福岡県 5 人 

18 2008/11/15 企業 東京都 13 人 

19 2008/11/15 学校 東京都 15 人 

20 2008/11/20 インテリアショップのグループ 東京都 20 人 

21 2008/11/27 講座 東京都 30 人 

22 2008/11/27 NGO 東京都 5 人 
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23 2008/11/29 大学 東京都 100 人 

24 2008/12/4 大学 東京都 80 人 

25 2008/12/4 大学院 北海道 10 人 

26 2008/12/4 行政 北海道 12 人 

27 2008/12/4 大学 東京都 25 人 

28 2008/12/9 企業 東京都 85 人 

29 2008/12/11 ～

12/13 

エコプロダクツ 2008 東京都江東区 のべ 100 人

30 2008/12/12 グリーンコンシューマー東京ネット

セミナー 

東京都千代田区 30 人 

31 2008/12/16 消費者団体 東京都 15 人 

32 2008/12/25 大学 埼玉県 65 人 

33 2009/1/9 消費者団体 東京都 7 人 

34 2009/1/14 企業 東京都 13 人 

35 2009/1/15 大学 神奈川県 100 人 

36 2009/1/15 環境関連の講座 大阪府 16 人 

37 2009/1/15 NGO 滋賀県 10 人 

38 2009/1/16 企業 大阪府 2 人 

39 2009/1/17 デザイナーグループ 東京都 13 人 

40 2009/1/19 協同組合連合会 栃木県 100 人 

41 2009/2/18 企業 東京都 30 人 

42 2009/1/27 NGO 東京都 6 人 

43 2009/2/10 市役所 大分県 70 人 

44 2009/2/13 企業 兵庫県 10 人 

45 2009/2/19 協同組合連合会 神奈川県 100 人 

46 2009/2/20 企業 東京都 10 人 

47 2009/2/21 新宿まちの先生見本市 東京都新宿区 5 人×6回 

48 2009/2/24 委員会 東京都 50 人 

49 2009/2/25 企業 香川県 53 人 

50 2009/2/26 企業 愛媛県 35 人 

51 2009/3/4 企業 東京都 35 人 

52 2009/3/6 NGO 東京都 20 人 

53 2009/3/13 セミナー 東京都 90 人 

54 2009/3/13 丸の内さえずり館セミナー①「フェア

ウッドを選ぼう」 

東京都千代田区 25 人 

55 2009/3/15 行政 東京都 20 人 

56 2009/3/17 NGO 北海道 30 人 

57 2009/3/27 丸の内さえずり館トーク＆スライドシ

ョー「木材のきた道～紙・木材製品の

ふるさとを知ろう～」 

東京都千代田区 45 人 
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４．出前講座の実施風景 

●企業 

＜建設関連会社＞ 
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＜木材取り扱い企業＞ 

 

 

＜住宅建材卸売会社＞ 
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●一般 

＜セミナー「フェアウッドを選ぼう」＞ 

日時：3月 13 日（金）19:00-20:30 

場所：Nature Info Plaza 丸の内さえずり館 

 

 

＜トーク＆スライドショー「木材のきた道～紙・木材製品のふるさとを知ろう～」＞ 

日時：3月 27 日（金）19:00-20:30 

場所：Nature Info Plaza 丸の内さえずり館 
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５．出前講座アンケート結果 

出前講座では参加者にアンケートも実施した。 

 

＜アンケートからの意見抜粋＞ 

・ 日本の木材の自給率の低さにとても悲しくなりました。日本が海外から木材を輸入すること

によって起きるトラブル（地域の紛争・土地の劣化）をもっと考えなければならないと思い

ました。森林認証マークがあることを今日はじめて知ったので、これから選ぶ時によく見て

商品を購入していきたいです。（大学生） 

・ 「エコ」という言葉がよく聞かれているけれど、個人的には木材に関しては、関心がなかっ

た。でも今日の講演を聞いて、日本の木材自給率（18.4%)の低さや世界でどれだけ森林が破

壊されているのかを知り、今までの生活を見直さなくてはいけないと反省した。（大学生） 

・ フェアウッドという言葉は始めて聞いた。今まで自分の中で「良い木材」と「悪い木材」の

区別がなかったので、だいぶ意識が変わった。森林がなくなってきているという現状はよく

耳にしているが、あまり実感はなかったので、数字で年間 1,300 万 ha 喪失というのを見て驚

いた。毎年こんなに減っていたら、本当にいつかすべてなくなってしまうんじゃないだろう

か。（大学生） 

・ 先進国の人々にとって、木材というものは生活と切り離すことが難しいと思います。なので、

いくら環境のためといわれても、紙の消費を減らしたり、という実生活においての配慮は困

難であり、苦痛だと考えていました。しかし、今日の話の中で、木材といのはリサイクルで

きるものであり、正しく利用することこそが大切なのだと知り、それなら紙一つにしても、

原料を確認する、認証製品を選ぶということの重要性を感じました。正しい知識をもって、

木材と付き合っていけるように努力したいです。（大学生） 

・ 木材を扱う企業の一員として、違法伐採材を使わないことはとても重要なことと考えます。

ただし、最初から 100%達成するのは難しいことも実感しております。最終的には 100%達成で
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きるように、まずはできることからはじめていくこと、それが大切だと考えます。（木材取り

扱い企業） 

・ 合法・違法にかかわらず、伐採すれば森林が減少する分けで、経済活動とのバランスが非常

に難しいと感じた。（木材取り扱い企業） 

・ 持続可能な森林を経営していくために、輸入消費する側も、きちんと取り組んでいかないと

いけないと感じました。企業として調達方針を決め、目に見える形で評価し、改善していく

ことが重要。（木材取り扱い企業） 

・ 一般消費者の認識として、使用する物は木材を含めて新しいものや本物（木材の場合は無垢）

がよい物と思われている。木材の場合は、ある程度年月の経た物がよい物でリサイクルする

ことが有効であるということや、木材製品（複合体）でのメリットや、木材の性質、特徴を

含めた認知度を高めて欲しいと思います。リサイクルできると木材調達の合法性も増すと思

います。貼ったものは弱いのではないか、寿命が短いのではという質問を受けますが、その

ようなことではないという照明もしています。（木材取り扱い企業） 

・ 環境配慮は大切だと思うが、実際問題日々の商活動にどう取り入れるのか？ 

・ 日本は木材輸入大国であるために、輸入国としての責任はとても大きいと考えている。した

がって、フェアウッドの考え方はとても重要だと思った。健全な材料の調達と供給はこれか

らの時代に要求されてくるものだと思った。（木材取り扱い企業） 

・ 政府が木材製品にチェックシート（点数）の添付を推奨する取り組みを行い、一般市民に点

数が認知されるようになれば、木材製品に対する意識も変わってくると思う。そのためにも

統一した基準（採点法）を政府が示す必要があるのでは。（木材取り扱い企業） 

・ 森林認証の相互乗り入れを！それぞれの系統により CoC 認証をとるのは、広く浸透させる上

でネックになるはず。なんらかの基準統一などで対応できないか。（木材取り扱い企業） 

・ 末端の消費者がどれだけ環境に意識を持つかが重大。しかし価格が高いとなかなか難しい。

そのためにわれわれ企業が森林環境に配慮した商品の提供で少しでも末端まで意識を押し上

げていくことが大事だと思います。（木材取り扱い企業）違法伐採されているのは知っていた

が、自分がその木材を使用しているかは考えたことがなかった。合法性証明が大切である。 

・ 森林認証材の価格補助（保証）制度があれば取り組みやすい。 

・ マルチステークホルダーを意識した CSR 経営は事業を進める上で、不可欠であり、今後も進

めていきますが、そのような企業の取り組みをさらに進めるには、取り組んだ企業に対する

何かインセンティブが必要であると思います。それは、SRI インデックスなどのような経済

側面とも連動した間接的なものであってもよいと思います。（木材取り扱い企業） 
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第４章 消費者団体への働きかけ 

木材調達のグリーン化については、森林減少問題、違法伐採問題の理解が普及された上で、一

般国民の消費活動につながっていくことが必要であることから、全国消費者団体連絡会及び同連

絡会加盟の消費者団体の活動方針（行動計画など）に木材調達のグリーン化を位置づけてもらう

ために、上記団体に対し、森林減少、違法伐採問題、木材調達のグリーン化について情報提供・

働きかけを行った。 

 

１．消費者団体との意見交換 

全国消費者団体連絡会及び同連絡会加盟の消費者団体に対し、本業務の趣旨を説明した上

で、意見交換を要望した。下記が意見交換に応じた消費者団体の一覧である。 

 

意見交換を実施した消費者団体一覧 

No. 団体名 実施日時 

1 全国消費者協会連合会（財）日本消費者協会 2008 年 9 月 2日 

2 神奈川県県生活共同組合連合会 2008 年 9 月 5日 

3 日本青年団協議会 2008 年 9 月 8日 

4 全国大学生活共同組合連合会 2008 年 9 月 9日 

5 新日本婦人の会 2008 年 9 月 10 日 

6 日本婦人団体連合会（メールによる回答） 2008 年 9 月 11 日 

7． 全国地域婦人団体連絡協議会 2008 年 9 月 12 日 

8. 日本生活共同組合連合会 2008 年 9 月 25 日 

9. 東京都地域婦人団体連名（東京地婦連） 2008 年 9 月 25 日 

10. NPO 法人グリーンコンシューマー東京ネット 2008 年 10 月 3 日 

11. 主婦連合会 2008 年 10 月 3 日 

12. 神奈川県県民部消費生活課普及推進班 2008 年 10 月 15 日 

13. 東京都消費生活総合センター活動推進課 2008 年 10 月 21 日 

14. 横浜市消費生活総合センター 電話対応：2008 年 10 月 30 日 
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２．消費者団体との共同事業の実施 

全国大学生活協同組合連合会が早稲田大学と共催した「2008 年度全国環境セミナー」にお

いてパネル展示、資料配付を実施した。 

日時： 平成 20 年 10 月 18 日（土）、19 日（日） 

場所： 早稲田大学大久保キャンパス 57 号館 
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第５章 インターネット等を活用した情報提供 

フェアウッド・キャンペーン及び地球・人間環境フォーラムのウェブサイト、メールマガジン

等を通じた情報提供を随時実施した。 

 

（１）フェアウッド・キャンペーンのウェブサイト 

フェアウッド・キャンペーンのウェブサイト(http://www.fairwood.jp/fukyu/index.sht 

ml）において、本業務の内容を紹介するページを設け、出前講座の実施についてや、各種イ

ベントなどの紹介を行った。 

 

（２）地球・人間環境フォーラムのウェブサイト 

地球・人間環境フォーラムのウェブサイト(http://www.gef.or.jp）のトップページから、

上記フェアウッド・キャンペーンのウェブサイトへの案内を掲示した。 

 

（３）地球・人間環境フォーラムのメーリングリスト 

地球・人間環境フォーラムでは、情報提供するメーリングリストに約 500 名の登録がある

が、登録者に対し、キャンペーンの内容について告知し、出前講座の実施やイベントへの参

加などを働きかけた。 

 

（４）フェアウッドのメーリングリスト 

上記３．と同様にフェアウッドのメーリングリストやメールマガジンにおいても、適時情

報提供を行った。 

 

（５）フェアウッド主催の過去のセミナー等参加者 

フェアウッドが過去に主催した勉強会、セミナー、ワークショップなどへの参加者に、キ

ャンペーンの実施について、電子メールにて情報提供を行った。 
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＜フェアウッド・キャンペーンウェブサイトのイメージ＞
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第６章 展示・イベントを通じた情報提供 

環境に関連する展示やイベントにおいて、ブースなどを設置し、一般参加者へのフェアウッド

に関する情報提供を実施した。 

 

（１）ライフスタイルフォーラム 2008 

日時：   2008 年 11 月 1 日（土）、2日（日） 10 時～16 時 

場所：   新宿御苑（東京都新宿区内藤町 11） 

展示内容： 環境省作成パネル「世界の森林を守るために」3枚 

 環境省ポスター「世界の森林は刻々と減少しています。」 

実施内容： 子どもや一般を対象としているため、FoE Japan の「知ろう、まもろうアムール

ヒョウ」という紙芝居を使って、森林減少や生物多様性の問題などを説明。 
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（２）エコプロダクツ 2008 

日時： 2008 年 12 月 11 日（木）、12 日（金）、13 日（土） 10 時～18 時 

場所： 東京ビッグサイト（東京都江東区有明 3-21-1） 

内容： NPO・NGO コーナーにおいて、ブース出展を行い、来場者に対し森林減少や違法伐採問

題について普及啓発を実施した。なお、展示に当たっては、環境省所有のパネル及び

ポスター、パンフレット、ちらし、FoE Japan の「知ろう、守ろうアムールヒョウ」

の小冊子や紙芝居、アムールヒョウの絵柄のポストカード等を活用した。 

 

＜展示の様子＞ 
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＜小学生に紙芝居の読み聞かせ＞ 

 

 

＜来場者への説明＞ 
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（３）新宿の環境学習応援団“まちの先生見本市” 

日時：2009 年 2 月 21 日（土） 9:45～15:30 

場所：新宿区立四谷小学校（東京都新宿区四谷 2-6） 

内容：紙芝居「知ろう、まもろうアムールヒョウ」を来場者（主に小学生）に読み聞かせ、

その後簡単なクイズを実施。 

 

 
 

（４）展示「フェアウッドを選ぼう！～紙・木材製品のふるさとを知る～」 

日時： 2009 年 3 月 2 日（月）～31 日（火） 10 時～18 時 

場所： Nature Info Plaza 丸の内さえずり館 

  （東京都千代田区有楽町 1-12-1 新有楽町ビル１F ） 

内容： 森林減少問題やフェアウッド、森林認証などに関するパネルを計 26 枚と環境省のポス

ターを展示。また認証材を使用した家具や紙製品、国産材・廃材を使用した家具や製

品なども紹介。 
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第７章 政府広報を通じた情報提供 

環境省の取り組みとして、テレビ番組の政府広報において、森林減少問題や木材のグリーン化

についての番組製作を実施した。 

 

（１）Ｊｕｓｔ Ｊａｐａｎプラス「世界の森を守れ！」 

ゲスト： 国際環境 NGO「FoE Japan」副代表理事 岡崎 時春氏  

放送日時： 2008 年 5 月 3 日以降放送、放送時間は放送局により異なる。 

放送局： テレビ神奈川（tvk）をはじめとする 13 の地方放送局 

 

（２）ＭＹ ＪＡＰＡＮ「使いません！違法伐採の木材 ～世界の森林を守るために～」 

ゲスト： WWF ジャパン森林プログラムリーダー 前澤 英士氏 

放送日時： 2008 年 5 月 31 日 21:00～21:30 

放送局： 朝日ニュースター 

 

（３）キク！みる！「森林を守れ！－違法伐採対策－」 

放送日時： 2009 年 2 月 13 日 22:52～23:00 

放送局： フジテレビ 

 

放送日時： 2009 年 2 月 19 日 21:54 ～22:00 

放送局： 関西テレビ放送 
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第８章 今後の課題 

１．各業務についての実施所感 

 以下に今年度実施した業務についての所感を記す。 

 

（１） 普及啓発のための情報提供の実施 

今年度は都営地下鉄において、中吊り広告を 1ヶ月間、駅貼りポスターを 1週間（主要

5 駅では 2 週間）掲出した。駅貼りポスター掲出を継続するのであれば、より長い期間の

掲示を行うことが検討される。また、駅に貼られているポスターは通常 B2 サイズよりも

大きいものが多いため、駅掲出用は、B2 サイズよりも大きいサイズの方が効果的と思われ

る。 

 

（２） 業界団体等の印刷物への情報掲載 

結果的には比較的多くの媒体で取り上げてもらえた。しかしながら、今後は発行部数の

多い媒体などへも働きかけていくことが重要かもしれない。住宅展示場における資料の配

布は、どの程度実際にポスター掲示を実施したり、資料を配布してくれているかの把握が

難しい。また住宅展示場はさまざまな住宅メーカーが一つに混在していたりするため、ど

の程度効果があるのか計れない。各住宅メーカーの住宅展示場担当者に働きかける方法も

あるのではないか。 

 

（３） 出前講座の実施 

開催について、ウェブサイトやメールマガジン、メーリングリストを通じ、広く呼びか

けた結果、多くの出前講座を実施することができた。東京都内、近郊で実施した講座が多

かったが、北海道から、関西、四国、九州地方もカバーすることができた。実施した結果、

日本全国で需要があることが判明した。また、出前講座は受講側のメリットだけでなく、

講師側も生産側の現場の声や消費者の声をじかに聞くことができる良い機会であった。 

 

（４） 消費者団体への働きかけ 

多くの消費者団体は、消費者の生活や安全に直に関わる、例えば多重債務や食品偽装な

ど緊急な問題に注力することが多く、森林の減少問題となると、担当者は重要性を理解し、

取り組みたい意欲はあるが、そこまで余力がないのが現状のようだ。また、キャンペーン

を開始したのが、秋口だったこともあり、すでにその年度の活動内容が決まっており、そ

の点でも制約があった。 

 

（５） インターネット等を活用した情報提供 

インターネットやメールは大きな情報発信ツールであるので、多いに活用すべきである。

今後はページの更新性を高めるなどし、より多くの人に閲覧してもらえる努力が求められ

る。 

 

（６） 展示・イベントを通じた情報提供 

当初はエコプロダクツ 2008 での出展のみを予定していたが、キャンペーンを始めてみ

ると、昨今の環境問題への関心の高まりもあいまり、さまざまな環境関連のイベントや展

示があることがわかり、それらに参加することができた。不特定多数の一般消費者や子ど

もなどと接することができたことは大きな収穫であった。 
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２．今後の活動への提案 

 同キャンペーンを継続するにあたり、今後新たに検討すべき事業の提案を以下に述べる。 

 

（１） 金融機関への働きかけ 

平成 19 年度に環境省が実施した木材調達のグリーン化に関するアンケート調査による

と、「合法木材は価格が高い」などコスト面でのハードルが指摘された。この点を踏まえ、

合法木材・認証木材を使用した住宅建設などへの優遇融資の仕組みを金融機関に対し提案

することが効果的ではないか。消費者のコスト負担を軽減させるような措置が必要。 

 

（２） 環境教育への組み込み 

出前講座をより幅広い対象、とくに今年度は手薄であった小中高校などの教育機関にお

ける環境教育の中で森林減少・劣化の問題を取り扱ってもらえるような働きかけも一考に

価する。このためには、教員などの指導者向け及び児童・学生向けのツールや教材開発が

求められる。その実施にあたっては、環境教育を中心に活動している団体との協働も視野

にいれるべきと考える。 

 

また、中学や高校の学校教材として、映像を使った教材の需要が高いため、映像と連動

した環境教育教材の製作も検討に値する。紙製品を対象とした教材はなく、需要があると

考えられる。 

 

（３） 一般消費者・国民を対象とした広報活動について 

環境問題、森林減少問題、またフェアウッドなどにそれほど関心を持っていない層に働

きかけるための手法をいくつか提案したい。 

 

① 都営地下鉄等における中吊り広告 

電車内は、効果的な方法を実施すれば、ある一定の場所に一定期間読者がいることか

ら、多くの情報を提供できると考えられる。その上で、中吊り広告を継続して実施する

意義はあると考えられるが、その場合は内容を変更することを提案したい。森林が減少

しているという状況だけを伝えても、個人がどのような行動をするべきかが伝わりにく

いので、見た者が生活する上でなんらかのアクションを起こすような、わかりやすいし

かけを提供する。例えば、①なぞなぞ・クイズ（参考：学習塾や漢字検定の広告）の活

用、②マンガなどを用い、ストーリー性を持たせ、自分の生活とのかかわりを見せる。

または③「森林にやさしい度チェック」や｢森林にやさしい１０の行動」などわかりや

すいメッセージを伝える。さらに、前回と同様にフェアウッドのウェブサイトへ誘導し、

より詳しい情報を提供する。また、携帯電話でその場で、クイズの答えを確認できるよ

うな仕組みも有効ではないか。掲出方法の工夫としては、週変わりで同じ枠で継続して

広告を出し、ストーリー性を持たせた手法や、繰り返し情報を流すことでより啓蒙の効

果が期待できると考えられる。 

 

駅貼りポスターについては、現状のものを使用する場合、他に掲出されているポスタ

ーよりサイズが小さい(本報告書 4 ページ参照）ことや、立ち止まってポスターを読む

通行者もあまりいないと考えられるため、中吊り広告に比べて啓蒙の効果が薄いと考え

られる。そのため、駅貼りポスターは実施せず、その分の予算を中吊り広告の方へ充当

することも提案したい。 
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② その他の広告関連における提案 

・山手線等における電子広告（車内のテレビ画面） 

・バス広告－都営バス等の外装における広告 

・電柱広告－電柱を木に見立てた広告。例えば、何かのイベントと連動させる。 

・DIY ショー（8/27～8/31）への出展 

 

（４） 対象を絞ったキャンペーンの可能性 

 

① ガイドブック「フェアウッドの見分け方」（マンガ版）の製作 

今まであまり対象としていなかった高校生などの若い層をターゲットにし、マンガを

使ったガイドブックを作成する。イメージとしては、見開きの１ページはマンガで、反

対側にはより詳しい説明文を設ける。また完成時には、公立高校（全国約 5,400 校）の

図書館などに無料配布し、ウェブでも公開する。作成の際の仕掛けとしては、作品を公

募するなども考えられる。または、有名な漫画家何人かが参加すれば、話題性が出る可

能性もある。携帯電話で読むマンガなども検討でき、ポイント制もしくはクイズで最後

まで読ませるような仕掛け作りも検討する。 

 

② 絵本製作 

幼児向けの絵本を作成する。家を建てる施主、または家具購入の際の決定権は多くの

場合、母親（女性）にある。その層を狙い、子どもに読み聞かせることで、子どもと親

世代の両方への啓蒙効果が期待される。幼稚園・保育園、または小児科など子どもが通

うことの多い病院へも無料配布する。 

 

（５） 世論調査 

一般を対象とした違法伐採に関する意識調査をインターネットベースで実施する。2009

年 3 月に WWF と FoE が欧州 14 ヵ国において実施した違法伐採に関する世論調査を発表し

た。その内容と類似した調査を実施することで、欧州との意識の比較も可能である。

（http://www.wwf.or.jp/activity/forest/news/2009/20090408opt.htm） 

 

（６） チャリティコンサートの実施 

メッセージに賛同し、かつ集客力のあるアーティスト（例：湘南乃風、今井エリコ、河

村隆一、リア・ディゾン）によるチャリティコンサートを実施する（2,000 人収容規模）。

但し、メッセージが簡略化されすぎてしまうことや、そのアーティストとキャンペーンの

イメージが関連付けられることに配慮する。 
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「婦人時報」平成 18年 10月号 
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「消費者ネットワーク」 No. 128平成 20年 2月号
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「消費者ネットワーク」 No. 130平成 20年４月号
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「月刊消費者」no.585 平成 20年 5月号
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「月刊消費者」no.590 平成 20年 10月号
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「住団連」平成 20年 4月号 
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「全建連新聞」4月号 平成 20年 4月
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「住宅保証だより」 
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「森林組合」平成 20年 4月号 
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「住まいの情報発信局ニュース」平成 20 年４月 
 

 
 
 
======================================================================== 
     ●○●○● 「住まいの情報発信局」ニュース ●○●○● 
              2008年 4月 14日 【NO329】 
    住宅の安心情報「住まいの情報発信局」 http://www.sumai-info.jp/  
======================================================================== 
 
●今週のお知らせ 
 
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
★木材調達におけるグリーン化普及啓発キャンペーンを実施しています 
《環境省》 
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
 世界の森林は減少を続けており、地球規模の環境問題となっています。 
 このため、環境省では、木材製品の最終消費者に森林減少、違法伐採問題を 
 広く周知し、合法性・持続可能性が証明された木材調達の促進のため、 
 ポスター、パンフレット、チラシなどを作成し、木材調達におけるグリーン 
 化普及啓発キャンペーンをフェアウッド・キャンペーンと共同で実施して 
 います。 
 キャンペーンの概要は下記の通りです。 
 
 【キャンペーン概要】 
 ・ポスター、パンフレット、チラシ等普及啓発ツール 
 ・政府公報（テーマ：木材調達のグリーン化を通じた違法伐採対策の推進） 
 
http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=9474 
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未来図書室.jp 

 
http://mirai-tosyositu.jp/program/2008/10/85/1.html 

ホーム > 課外活動プログラム紹介 > 木材から森を学ぼう（グリーン木材調達キャンペーン＆フェアウッド出前講座） 

 

木材から森を学ぼう（グリーン木材調達キャンペーン＆フェアウッド出前講座） 

紙や家具など毎日の暮らしに欠かせない木材製品はどこからやってくるのでしょうか？－... 

財団法人 地球・人間環境フォーラム 

 

紙や家具など毎日の暮らしに欠かせない木材製品はどこからやってくるのでしょうか？－刻々と減少する世界の森

林の現状や違法伐採と木材製品とどうつながっているのかを知り、私たちが何をできるのか解決策を考える講座で

す。木材製品の由来に目を向け、選んで買ってみることが、世界の森林の破壊を食い止めるための第一歩です。 

 

＜講座構成メニュー＞ 

学習机、紙、住宅、ガーデンファーニチャーなどを題材に、下記のようなメニューで講座は構成されます。ご希望にあ

わせてカスタマイズできます。 

(1) 世界の森林と日本の木材消費 

(2) 森林の持つ役割 

(3) 森林減少・劣化と違法伐採 

(4) 木材生産地の状況 

(5) 世界／日本の政府や企業の動き 

(6) 私たちにできること：買い手の責任と可能性 

(7) フェアウッド調達とは？ 

 

2008 年度は環境省事業として実施するため、講座開催にかかる費用（講師料等）は基本的に無料です。住宅・木材

関連団体・企業、消費者団体、学校など、木材の由来や森林の状況に関心のあるみなさん、ぜひご相談ください。な

お、フェアウッドについては近著『フェアウッド－森林を破壊しない木材調達』（編著：地球・人間環境フォーラム等、発

行：日本林業調査会）をお読みください。  
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未来図書室メールマガジン 平成 20年 10月 27日 

 

http://mirai-tosyositu.jp/news/87.html 

森林を破壊しない木材を調達～フェアウッドという取り組み～ 

「日本は木材の大量消費国です。しかも、国内需要の八割が海外からの輸入に頼っています」 

 このように語るのは、財団法人 地球・人間環境フォーラムの坂本有希さん。日本の木材輸入量は多い。ですから、

積極的に森林保全に取り組むことで、世界に大きく貢献できるチャンスがあるといいます。 

 ところで、普段の生活で電気製品を選ぶ際、私たちはエネルギー消費量が少ないものを優先して買うことで、環境

への配慮ができることを知っています。でも、家具などの木材製品を買うとき、「世界の森林を守る」という視点で選

ぶ行為は未だ充分広まっているとはいえません。 

「世界の森林に目を向けないというのは、あまりにも無責任ではないか、と思うときがあります」（坂本さん、以下同） 

 そこで、坂本さんたちが展開している活動が「フェアウッド・キャンペーン」。2002 年、森林保全をテーマに始まりまし

た。 

 これは紙や家具など、私たちの生活を支えている木材製品の買い方を少し変えることで、世界の森林の状況を良く

していこうというコンセプトのもと、活動が繰り広げられています。 

 例えば家具。日本ではタモ・ナラなどが高級家具材として好まれていますが、これらの樹種の多くは極東ロシアで

伐採され、中国で加工され、日本に輸入されています。海外で高い値のつくタモやナラは違法伐採の対象になりやす

く、トラやヒョウなどの生き物も暮らす豊かな森を減少させる原因にもなっている、という指摘もあります。机やテーブ

ルを買う人が、その原料となる木材の出所に目をむけることが、生産地での森林状況を改善することにつながると、

坂本さんたちが展開しているフェアウッドでは考えています。 

■政府や民間企業も取り組み始める 

 坂本さんたちは大手企業や政府を中心に働きかけてきました。活動の一つは、木材に対する意識を高めることで

す。例えば、世界全体を見渡すと、違法伐採された木材から作られた製品があります。無秩序な伐採が原因で、失

われた森林がたくさんあるのです。 

「ヨーロッパの市場ではＦＳＣというマークを選んで買う人が一定の層います」 

 このＦＳＣというのは、森林管理協議会が評価・認証する森林認証制度です。適正に管理された森林から産出した

木材などにのみ認証マークがつけられます。消費者は認証マークがついたものを選べば、合法性はもちろんのこと

持続可能性についても確認でき、過度の森林伐採、違法伐採による木材の購入を防止することができます。日本で

も、2000 年頃から認証を受ける林業経営者が出てきました。 

「フェアウッドでは、購入している木材のリスクを確認しましょう、認証マークがついたものなど、安全性が確認された

ものを率先して買いましょう、と働きかけています」 

 働きかけの成果は日本政府にも及びました。もともと、日本では2001年から「グリーン購入法」が施行されています。

国や地方公共団体、その他公的機関は率先して環境負荷の少ないものを購入する事が定められているのです。そ

こに、2006年 4月から、世界の違法伐採問題への対策として、木材、木材製品は合法性と持続可能性が証明された

ものを購入しなければならないという措置が導入されたのです。 

 フェアウッド・キャンペーンの働きかけは、民間企業も受け入れ始めています。積水ハウスは木造、鉄骨などの大

手住宅メーカー。フェアウッドの趣旨を理解し、企業として自ら木材調達方針を定めました。 

「積水ハウスさんは住宅を建てるために使う木材が相当量あります。木材について、持続可能性におけるリスクを確

認してから購入するよう、『持続可能性を支える 10 の調達指針』を設け、実践しています。これは画期的なことです。 
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政府のグリーン購入法の改定、積水ハウスさんなどの民間企業の木材調達方針策定は、フェアウッド・キャンペーン

が受け入れられた証だと認識しています」 

「フェアウッド・キャンペーン」を推進する坂本有希さん  

 フェアウッド・キャンペーンを実施するにあたっては、ヨーロッパを参考にしたとい

います。ヨーロッパは環境問題に対する意識が高く、森林保全への取り組みが進

んでいるからです。 

「今は欧州のやり方を参考にしているとこもあります。でも、真似ているだけでは

日本に根付かない部分もあると思うので、今後は日本ならではのやり方を見つけ

て、進めていきたいですね」 

 このように語る坂本さん。以前、ヨーロッパに行き、現地で学んだこともあります。

英国王立国際問題研究所（チャタム・ハウス）は森林伐採について、年に二回、会

合を開いています。この会合に坂本さんは出席しました。 

「私が行ったときは、参加人数は 200 人くらいいました。二日間もの間、行政、企業、NGOなどさまざまな立場の人が、

みんな熱心にディスカッションしています。それは日本のような予定調和な会議とはまったく異なるものでした。問題

点を話し合い、次のアクションに繋げていくわけですが、議論に参加しながら私は非常に感動しました。森林だけで

なく、環境を国の政策として世界をリードするのだ、という欧州の意気込みに深く感銘しました。正直に言いますと、

日本はこのままでは取り残されてしまうような危機感も感じました」 

 会合のため、世界から集まった企業は小売業から木材輸入商社まで多数いたといいます。そのような中、活発に

議論を交わすことが、自分は何をすべきかを熟慮する機会となったのです。坂本さんがこのとき深く感じたことが今

のフェアウッド・キャンペーンに活かされているといえます。 

（取材・文 江口 陽子） 

学校や教育機関向けに「フェアウッド」の考え方や仕組みについて学べる出張授業が行われています。 

授業の内容やお申し込み・お問合せに関してはこちらから： 

木材から森を学ぼう（グリーン木材調達キャンペーン＆フェアウッド出前講座） 
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「グローバルネット」216 号 平成 20 年 11 月号 
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「グローバルネット」218 号 平成 21 年 1 月号 
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家具新聞 平成 20 年 11 月 5 日 
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環境省広報誌「エコジン」vo. 10 平成 21 年 1 月

vo  
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「Nature Info Plaza Newsletter 2009 3,4,5」 
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グリーンスタイル Vol. 17 平成 21 年 3 月 
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「東京ウォーカー」平成 21 年 3 月 17 日 
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環境省発行パンフレット「世界の森林をまもるために」 
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環境省発行ちらし「世界の森林は刻々と減少しています」 
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フェアウッド パンフレット 
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